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第２回企業統計部会 議事録 

 

１ 日  時 平成１９年１２月７日（金）１５：３０～１７：３０ 

 

２ 場  所 経済産業省別館１０階 １０３１会議室 

 

３ 出  席  者 美添部会長、佐々木委員、高木臨時委員、井出専門委員、清水

専門委員、審議協力者（内閣府、総務省統計局、財務省、厚生

労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、日本銀行、東

京都、大阪府）、 

事務局（犬伏統計審査官、坂井副統計審査官、宮内統計利用専

門官）、 

調査実施者（麦島土地情報課長、四日市企画官、石井専門調査

官） 

 

４ 議  題 平成 20 年に実施される法人土地基本調査及び法人建物調査の計

画について 

 

５ 議事録 

○美添部会長   定刻になりましたので、ただいまから第２回「企業統計部会」

を開催いたします。 

  前回本部会の部会長代理の指名をしておりませんでした。佐々木委員にお願

いしたいと存じます。 

   なお、本日は高橋専門委員、小原専門委員はそれぞれ都合により欠席と連絡

を受けております。 

  本日の議題は前回に引き続き「平成 20 年に実施される法人土地基本調査及び

法人建物調査の計画について」です。初めに本日の配付資料につきまして、事

務局の犬伏統計審査官から説明をお願いします。 

○犬伏統計審査官  本日の第２回企業統計部会の議事次第の「４配布資料」に

ございますとおりです。 

資料１は、前回宿題となりました「法人土地基本調査及び法人建物調査によ

る資産額推計手法」です。 

  資料２は、先般宿題になりました「法人土地基本調査及び法人建物調査の調

査項目の必要性について」です。 

  資料３も宿題でございました「母集団整備に用いた主な資料」についてです。 

  また、参考１といたしまして、前回の議事概要、参考２として、「予備調査
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調査票の記入について」を添付させていただいています。 

  それから、席上配付ということで、今日、清水専門委員の方から「法人土地

基本調査のＳＮＡ統計への利用可能性」という資料を御提出いただいておりま

す。 

  なお、念のため、前回の配付資料のうち、本日の審議に関係する資料４－１

等につきまして、再度席上配付させていただいています。 

  それでは、参考１の前回の結果概要について概略御説明させていただきたい

と思います。前回の「議事概要」（１）で、調査実施者である国土交通省の方

から調査の概要等の説明があった後、フリーディスカッションが行われました。 

  主な意見は、まず本調査についてはＳＮＡとの関係を整理するとともに、一

次統計としての目的自体が現行のままでいいのか、議論すべきであるという意

見がございました。 

  また、本調査の目的が具体的にどのような土地施策のために何を調べている

のかをはっきりさせるべきだという意見もございました。 

  それから、企業における不動産の位置付け等が変わってきておりますので、

本調査の目的を土地政策、土地利用に限定しないでもっと広い問題設定が必要

なのではないかという意見もございました。 

  また、下から２つ目ですが、民間委託する際に守秘義務違反については罰則

の適用も辞さないという運用を図るべきではないかという意見がございました。 

  それから、調査の周期について、５年に１回の調査でいいのか、少なくとも

都市部のみでも３年程度で調査が必要ではないかという意見がございました。 

  ２ページ目ですが、内閣府では固定資産の課税ベースで資産額を算出してい

るが、今後この調査を利用することを検討できないかという意見もございまし

た。 

  （２）でございますが、その後、論点の整理メモ（案）を提示いたしまして、

この部会での御了承をいただきましたので、その論点に沿って審議が進められ

たわけでございます。 

  最初の論点でございますが、法人土地基本調査等の意義につきまして、議論

があったわけでございますが、３つ目のポツで、部分的にでも本調査を利用で

きるのであれば、ＳＮＡに利用してもらいたい、 また、大きな報告者負担を伴

うものでなければ、内閣府から調査事項などの提案をしてもらいたいとの意見

がございました。 

  イで「Ⅱ  法人土地基本調査  １調査事項・調査票」について議論がありま

した。調査票のレイアウトの変更については基本的には了解されました。特に

意見はございませんでしたが、今回もう一度確認の意味合いで議論をするとい

うことでございました。 
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  ウで「Ⅱ  法人土地基本調査  ２調査方法」につきまして議論がございまし

た。今後平成 21 年経済センサスが実施され、信頼性の高い名簿が整備されると

いった状況を踏まえると、当該名簿を使えば捕捉精度が上がるということで、

次回の調査に向けてそれを用いることを検討する必要があるのではないかとい

う意見がございました。 

  前回の議事の概要は、以上でございます。 

○美添部会長   ただいまの結果概要について意見があれば発言をお願いします。 

  特に反対がないようですので、この内容は次回の統計委員会で報告すること

にいたします。 

  それでは、本日の審議に入ります。 

  前回の部会で宿題になりました事項が幾つかあります。調査実施部局から資

料が提出されていますので、その説明をお願いします。 

  調査実施部局に法人土地基本調査及び法人建物調査による資産額推計手法に

ついて、資料の提出を求めました。今回提出された資料１について簡単に説明

をお願いします。 

○国土交通省（麦島土地情報課長）    資料１をご覧頂きたいと思います。 

  「法人土地基本調査及び法人建物調査による資産額推計手法（要約版）」で

ございます。 

  １ページ、２ページ目が推計手法について簡単にまとめさせていただいたも

のでございますが、３ページ以降に少し詳しい推計手法の資料を付けさせてい

ただいております。 

  １ページ「１  法人土地基本調査」におきます土地の資産額でございますが、

土地の資産額については、各法人が所有する土地について、宅地など、林地、

農地等の土地の種類ごとに各々の土地面積と、それに対応いたします地価、こ

れは単位面積当たりの単価でございますが、それを乗ずることによって推計を

してございます。 

  なお、各々の土地に対応する地価については、別途推計した地価関数に当該

土地の属性の値を入力することなどにより求めたところでございます。 

  「（１）宅地などの推計」がございますが、今申し上げたことと重なるわけ

でございますが、宅地などの資産額については、各法人が所有する各々の土地

区画の面積に地価公示、都道府県地価調査等を基にした地価を乗じたものを積

上げて推計をしたものでございます。 

  ４ページ「ウ  地価関数の推定」ですが、地価関数の推定については、そこ

に書いてあるように、平成 15 年地価公示及び同年の都道府県の地価調査の標準

地、基準地データを用いまして、地価を説明変数、交通条件や地積等を説明変

数となる地価関数を推定したということでございます。数については、住宅地、
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商業地及び工業地ごとに推定をしてございます。 

  一番下に書いてございますが、地価関数の説明変数としては、５ページに表

５を挙げてございますが、そこに挙げております区画条件、交通条件、都市計

画条件、生活環境条件等にかかります指標を用いまして、重回帰分析により有

意な変数を採用したということでございます。 

  １ページで林地、農地、その他の土地につきましても、簡単な要約を付けさ

せていただいておりますが、このような推計手法によりまして、平成 15 年調査

におきます法人の所有の土地の総資産額につきましては、約 406 兆円というこ

とで資産額をはじいたというものでございます。 

  同じ１ページ目の下の方「２  法人建物調査」でございます。 

  建物の資産額については、そこに書いてあるように、各法人が所有する建物

について、建物の構造、非木造・木造別に各々の建物の再建築価格を推定した

上で、これをそれぞれの建物の築年数に応じまして減価をさせまして、これら

を積上げることによって推計をしたものでございます。 

  詳しくは、後ろの方の８ページに建物資産額の推計手法を記載しております

が、このような方法によりまして、推計をいたしまして、前回平成 15 年の調査

時点での法人の所有する建物の総資産額約 84 兆 1,000 億円ということで、資産

額をはじいたところでございます。 

  この資料の３ページから後の資産額の推計手法の行い方については、前回の

調査報告書をつくってございますが、その中にも記述をさせていただきまして、

一般に公表させていただいているところでございます。 

  私からは以上でございます。 

○美添部会長   次に、前回内閣府からこの調査の使用状況についての発言をい

ただいたときに、主要な部分を使っていないということでしたが、より正確な

説明をいただけるということですので、説明をお願いします。 

○内閣府   内閣府の栗山と申します。前回の会議での内閣府からの発言の趣旨

が十分には伝わらなかったようで、配布されています前回の会議の概要の中で

は法人土地基本調査については、利用されていないという形になっております。

内閣府のＳＮＡ統計の中においては、土地の資産額というものがございまして、

その土地の資産額の中でも制度部門が５つある中の１つ、対家計民間非営利団

体という部門がございますが、その中で対家計民間非営利団体の宗教法人、社

会福祉施設について、国土交通省でつくられております法人土地基本調査を利

用しておりますので、ここで訂正させていただきたいと思います。 

○美添部会長   今の説明でよろしいでしょうか。 

  それでは、前回清水専門委員にお願いしたところ、メモを提出していただき

ました。この機会にその説明をお願いしたいと思います。 
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○清水専門委員   部会長より前回宿題をいただきましたので、簡単に説明をさ

せていただきたいと思います。もし間違っておりましたら、内閣府の方からも

御修正をいただければと思っております。 

  建物の方は実際に推計に関わったことがないのですが、公有地の推計を前職

のときに、国富調査に関わられた方と一緒に仕事をしていたものですから、そ

のときに一緒に勉強したことをここにメモさせていただいております。 

  今申し上げましたように、このＳＮＡの土地資産額というのが 1970 年の国富

調査の時に初めて資産の推計が行われまして、そのときから手法は大きく変更

されていないのではないかと思っております。 

  そのときの手法ですが、ある一定の空間的な範囲を、当時は市町村をある程

度何分割化しておりまして、その中の用途別の面積等につきましては、固定資

産税概要調書のデータを使っております。 

  その中に地下情報の代表的な点を１点指定しています。例えば 1970 年以降で

ございましたら、地価公示が利用されています。また 1975 年以降は都道府県地

価調査がございますので、その情報も利用しております。 

  あと過去の遡及推計が 1955 年までされておりますが、そのときは地価公示が

ございませんでしたので、市街地価格指数という財団法人日本不動産研究所が

出しております指数の個票データを提供いただきまして、それをもって遡及を

したということになります。 

  まず地価公示というのは、地価公示法の中で都市計画区域という１つの指定

がございます。都市計画区域の場合、まず用途が、例えば商業地域、住宅地域、

工業地域の区別があるわけですが、固定資産税の用途区分と微妙に異なってお

りまして、例えば固定資産税の方ですと、高度商業地域であるとか、繁華街で

あるとか、都市計画区域の中にはないような用途があります。そうしますと、

それと面積情報の結合する用途を選択することが非常に難しくて、ある程度作

業者の勘によって整合させていくところがございます。 

  それが資料のＡというところで、用途別の選定と実際の用途との間に誤差が

生まれやすくなっているという誤差が発生する構造地を持ちえているのです。 

  もう一つ、面積ですが、固定資産の価格等の概要調書の場合は、個票レベル

では都道府県別のものが出ておりますが、もう少し細かいレベルですと、市町

村別のものがあります。更にその都市の内部構造まで落ちていくと、そういう

データがないものですから、一定の推計を施すわけでありますが、面積そのも

のも推計をしなければいけませんので、そこにまず面積の推計上の誤差が生ま

れてきてしまうということがあります。 

  これはもう一つ固定資産課税台帳に載っておりますのが、登記簿面積でござ

いますので、御案内のとおり地積調査が日本の場合まだ進んでおりませんので、
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登記簿面積そのものにも面積の誤差が生まれているということでございます。 

  これは法人土地基本調査と対峙するために、あえてメンションしているとい

うところになります。 

  一方、法人土地基本調査の推計につきまして、先ほど麦島土地情報課長から

御説明いただいたとおりでございます。あえて御説明はいたしませんが、２ペ

ージの方で、もしそこで誤差が生まれるとすれば、ヘドニック関数を推計して

おりますので、関数を選択するときの関数選択とか、先ほど説明変数の御説明

をいただきましたが、過少定式化バイアスと言われますが、そもそも関数その

ものに十分な説明変数が含まれているのかといった問題があります。関数推定

に利用されています地価公示というのは不動産鑑定士が決めておりますので、

再現することは非常にやりやすくて、決定係数なども非常に高く生まれてくる

傾向にあるのですが、モデル推定上の誤差があることを意識しておく必要はあ

ります。 

  もう一つ、地価公示の場合はどうしても標準的な画地を想定して調査がされ

ておりますので、それを用いて予測を当てにいったときに、例えば非常に大き

な土地などの場合は、「外挿の危険」がそこに生まれてくるという問題がござ

います。 

  ただし、面積の誤差ということでは、法人土地基本調査は実測値を聞いて、

アンケートの中にも出ておりましたが、実際の面積をお書きくださいというこ

とになっておりまして、もしそれがない場合は、登記簿となっておりますので、

推計されたＳＮＡで利用されています面積ほどは誤差は少ないだろうというこ

とはあります。 

  土地価格の用途選択の誤差という意味でも、都市計画区域を聞いております

ので、そこと一致するように関数が推定され、マッチングされておりますので、

そこの誤差はなくなっているだろうということも予想されます。 

  もう一つ、これは余談なわけですが、大きな２ですが、それが 1970 年に、そ

の後も固定資産の価格等の概要調書の中でも、実は価格は調査されておりまし

て、それが使えなかったかということになるわけですが、当時は固定資産の価

格そのものが市場の価格から随分大きく乖離していたということがあったもの

ですから、先ほど御説明いただきましたような地価公示から面積は固定資産税、

価格は地価公示みたいな形で分けて推計をしたことになります。 

  しかし、現在におきまして、公示地価の７割くらいを目途に固定資産の価格

が決定されております。地価評価データの精度というところで考えますと、固

定資産の土地評価の場合においては、公示地価と同じような調査方法で、同じ

ような調査方法というのは、標準宅地と言っておりますが、地価公示の場合は

２名の鑑定士が行いますが、１名の鑑定士で標準宅地というものを評価します。



 

 7

それが大体、公示地価に対して４倍から５倍くらいの規模で調査がなされてお

ります。それから路線価にはね返していくわけですが、そういう意味では調査

密度が非常に高い。その様な流れで決定価格という形で公表されている情報が

あります。 

  固定資産の価格等の概要調書の場合は、決定価格から例えば小規模宅地の特

例とかの課税特例を施したものが課税標準というデータとなって、ちょっと正

確なことを忘れてしまいましたが、課税標準だと思いますが、データがありま

す。そこが市場価格から乖離してしまうわけですが、決定価格の方は、先ほど

申し上げた正しい推計がされておりますので、現在においては、７分の 10 をか

ければ地価公示レベルになると思います。私はちゃんと検証しておりませんが、

もしかしたらこれを使う可能性もあるのではないか。ただし、３年に一度しか

調査がされませんので、その意味では使い勝手が悪いかもしれません。 

  今日宿題の法人土地基本調査がどう利用できるかということになるわけです

が、先ほど申し上げましたように、現在のＳＮＡの統計で、すごく面積のとこ

ろで苦労しておりますので、そこの面積データをまずお使いになるというのも、

面積を固定資産の概要調書から予測して推計をして使っているところの面積を

実際にダイレクトにお使いになるという方法もあるかもしれないなと思ってお

ります。 

  また、案分するときの比率を用いるわけですが、市町村の内部での調査区単

位での用途別の比率を出すわけですが、その比率指標として、間接的に利用す

るということもできるではないかと思います。 

  （２）の方で、土地資産額が先ほどのような形で推計されておりますので、

５年に１度、それほど大きな差もありません。例えば精度を高めるというだけ

の目的であるならば、法人土地基本調査の資産額の推計を５年に１回それを使

っていく。その間を埋め合わせる形で現在の方法で推計したようなもの、それ

を工夫したようなもので推計していくことがあるのではないかと思います。 

  ３ページ、ヘドニックにいろいろと御批判もあるかもしれませんということ

で、最近いろんな不動産を取り巻く統計調査のものも、ＯＥＣＤやＩＭＦやオ

タワグループなどでも今議論がされておりまして、随分ヘドニックを使った不

動産の統計調査をつくっていくという動きがいろいろな国の統計局の方々など

が集まって議論されておりますので、不動産分野では比較的なじみがいいので

はないかと思っております。 

  また、帰属賃料の推計などでも、今ヘドニックの推計が使われておりますの

で、そういう親和性も出てきているかと思いますので、法人土地基本調査の調

査方法で今ヘドニックが使われておりますが、これをお使いになるということ

でもいいのではないかと思っております。 
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  以上でございます。 

○美添部会長   ただいまの説明は現状の推計方法とＳＮＡに関して部分的に利

用できるかどうかという示唆を与えるものと整理しておきたいと思います。 

  今の国土交通省、内閣府、清水専門委員の説明につきまして、何が質問等あ

りましたらお願いいたします。 

  特段ないようですので、次の議題に移ります。 

  論点の整理を前回しておりますが、前回、法人土地基本調査の調査事項と調

査票に対して意見をいただく時間がなく、今回に持ち越すことにしました。そ

こで改めて審議をいたします。 

  まず前回の部会で土地施策との関係から調査項目の必要について検証してい

るのかという質問がありました。これに関しては資料２で「法人土地基本調査

及び法人建物調査の調査項目の必要について」が提出されておりますので、こ

の資料につきまして、説明をお願いします。 

  併せて調査票のプレプリントについて、企業が合併等変更のあった場合には

どうなるのかという質問もありましたので、これについても併せて回答をお願

いします。 

○国土交通省（麦島土地情報課長）   資料２をご覧頂きたいと思います。 

  調査項目の必要性についてでございますが、土地政策の中でどのような形で

この調査を使っているのかという例を含めまして、若干御説明を申し上げたい

と思います。資料２の横紙ですが、現下の土地政策のターゲットは真中辺に緑

で囲ってございますが、２つほど大きな目標を持ってございます。 

  １つは「適正な地価の形成」という観点です。 

  もう一つは「適正な土地利用の促進」という観点でございます。 

  このような目標に向けまして、一番上でございますが、現下の幾つかの課題

があろうかと思ってございます。例えば左から２つ目、法人の土地の所有利用

の現状、どのような変化があるか。また、バブル崩壊後の国民、企業の意識、

環境の変化の中で、それとどのように対比して見ることができるかという部分

があろうかと思います。 

  真中、不動産には固有のリスクが多くあるわけですが、実際の不動産のリス

クの状況はどうなっているか。これは主に防災関係とか耐震関係とか、今回の

調査項目にもつながる部分があると思ってございます。 

  また、右から２つ目のところ、企業会計制度の改変など、企業を取り巻く制

度インフラの大きな変化が今はあるわけでございますが、これが不動産の所有

等にどのような影響を与えているかという部分があろうかと思います。これは

調査項目の中で所有のボリューム等々の項目につながるわけでございます。 

  その他一番右側の土地利用を各地域で進めていく上で、それぞれどのような
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取組みが必要か。地域ごとの特色は何か。これは土地利用の法人の土地の現況

の地域ごとのいろいろな状況をつかむということによって資料が得られるとい

う部分もございますし、更に一番左のところ、証券化など流動化の手法の活用

の状況も現下の課題になっている。これは今回新しく項目で加えます証券化と

いう項目の調査によりまして、つかむことができると考えてございます。 

  このような課題に対応するために、今回の調査をやらしていただきまして、

項目をいろいろな形でまとめることにより、真中に書いてございます緑の部分

の２つの目標に向けまして、例えば左側の地価形成という側面ではバブルの再

発の防止という観点も含めた上での不動産の戦略的なマネジメントの普及とか、

不動産をマネジメントする場合に必要な制度インフラの整備という施策につな

げていくという形になっているわけでございます。 

  また、右側の「適正な土地利用の促進」という意味では、各地域におきます

不動産を活用した地域の活性化とか、良質な不動産のストックの形成とか、土

地利用のマネジメントという施策につなげていくことを行っているわけでござ

います。 

  具体の政策手法につきまして、一番下に書いておりますように、税制とか法

律とか、情報のインフラ、鑑定評価などの市場のルール整備、各種の広報とい

った形で具現化をしている状況でございます。 

  ２ページ目、１つの例としてざっと見ていただければと思います。 

  「ＣＲＥ戦略の推進」と書いてございますが、コーポレートのリアルエステ

ートでございます。法人が所有します不動産につきましては、現下は大きく２

つほどの課題があろうかと思っております。 

  １つは、左側の「土地政策上の課題」で、今申し上げてきたことと重なるわ

けでございますが、右側のところ「企業経営上の課題」でも、企業会計制度の

転換とか内部統制制度の導入とか、また土地のリスク資産化の状況に加えまし

て、耐震とかアスベスト、土壌汚染といったような対応が社会的にも強く求め

られているという状況になっているわけでございます。 

  このような状況の中で我々としまして、一般の事業法人に向けまして、不動

産をこれまで以上に戦略的にマネジメントすることが必要ではないかという訴

えかけを始めさせていただいているわけでございますが、それを訴えかけてい

くための資料といたしまして、３ページ目以降、幾つかの資料を準備しながら

今、世の中でいろいろな議論をさせていただいているということでございます。 

  例えば３ページ目のところは、法人所有の不動産の金額規模に使わせていた

だいているということですが、４ページ目を見ていただきますと「法人所有の

空き地面積の動向」ということで、法人土地基本調査の資料を使わせていただ

いているということでございます。  ５ページ目は「業種別の企業不動産資産
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規模」をまとめさせていただいておりまして、産業全体を業種ごとに見たもの

に加えまして、一法人当たりの規模を分析いたしまして、必要性の訴えかけを

しているということでございます。 

  更に６ページは「法人土地所有状況（資本金階級別）」でございまして、今

言ったような法人の戦略的な不動産のマネジメントは、何も大企業だけの問題

ではなくて、中小企業を含めまして非常に重要であるという資料をつくらせて

いただいております。 

  ７ページ目は、上場・非上場の区分けで資料をつくらせていただいておりま

して、内部統制の問題等々、上場企業の問題だけかという御議論もあるわけで

ございますが、そのような中で法人の土地所有状況を上場、非上場別に見てみ

ますと、例えば不動産の資産額の約 36％が非上場企業の資産額でございます。

このような形で資料として使わせていただいているのが今の状況でございます。 

  なお、この資料には付けてございませんが、今のＣＲＥ戦略の部分は１つの

例でございますが、例えば空き地等々の状況とか、低・未利用地の状況の調査

を踏まえまして、土地利用を促進するための例えば譲渡所得関係の税制とか流

通関係の税制とか、そういうものの新しい制度の創設に向けた検討とか、予算

においても、低・未利用地の有効利用の促進関係の予算要求等々に資料として

活用させていただいているという状況でございます。 

  加えまして、その後ろの方に「法人土地基本調査及び法人建物調査の調査項

目の必要性について」という紙を付けさせていただいております。 

  これは今の御説明と重なりますし、一つひとつの調査項目について必要性を

書かしていただいておりますが、１ページ目の下の方に今回平成 20 年調査で新

たに設けさせていただこうと考えております項目について少し詳しく書かせて

いただいてございます。 

  （１）は地下のストックにつきます把握という観点でございます、防災の観

点から地下階対策等含めまして、地下のストックの状況把握が必要になってい

るわけでございます。国土交通省におきましても、いろいろな施策の展開をし

ているわけでございますが、この推進に当たりまして、このような新しい項目

での調査が必要であると考えてございます。同じように（２）のところは耐震

の関係でございます。 

  既存の不適格建物のストック量を正確に把握している情報が現在存在してい

ない状況でございます。このために今回は新しくこのような調査項目を設けま

して、調査をいたしたいと思ってございます。 

  また、（３）は証券化の関係でございます。今回証券化につきましては、建

物につきまして、調査をいたしたいと思ってございます。証券化については、

基本的に投資の判断に当たりまして、基本的には建物によりまして収益を上げ
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ることを前提に行われる場合が圧倒的に多いわけでございます。そのような形

で今回は建物という部分におきまして、証券化の実態をこの調査でつかみたい

と思っているわけでございますが、今後市場の中で土地に関しましても、いろ

いろ証券化の動きが出てくれば、それはまたその把握の方法について検討して

まいりたいと思ってございます。 

  先ほどの２ページの（４）のところは、貸付の面積の把握をしたいという項

目でございますが、所有から利用という形の中で建物の貸付面積を正確に把握

したいので、今回調査項目に追加をさせていただきたいと考えているところで

ございます。以上が調査項目の必要性でございますが、併せまして、前回の会

議の中でプレプリントの御質問がございました。 

  前回の調査時からの例えば合併とか住所の変更とか法人の名称変更といった

ような変更があった場合に、調査客体に対するプレプリントはどうなるのかで

ございますが、この部分については、法人情報の流失を防止するために、前回

調査時から今申し上げましたような変更がありました調査客体につきましては、

プレプリントは実施をしていないということでございます。 

  また、郵送時の誤配送を防ぐために送付用の封筒に透明の窓口を設けまして、

調査票の住所がそのまま郵送宛先となるような工夫をしていますので、前回の

御質問に対するお答えとしましては、合併等々の変更があった場合は、あくま

でも情報の流失防止を重視いたしまして、プレプリントを実施していないのが

今の状況でございます。 

  御説明につきましては、以上でございます。 

○美添部会長   今説明いただいた件について、質問、意見等お願いします。 

  後半のプレプリントの件、名簿の維持・管理を丁寧に行っていると思います

が、最新時点で用意した名簿から以降は対応できないのは当然のことです。問

題はどの時点までの名簿を用意できているのかですが、プレプリントする時点

の名簿はどれくらい前の時点で作成されるものでしょうか。 

○国土交通省（石井専門調査官）   プレプリントのデータは５年前のデータを

使うのですが、それが基になります。確実に継続されている法人に対しては、

そのデータを印字するということです。 

  次の話にもなるのですが、母集団整備について常に新しいデータの更新をか

けているところでございます。今ちょうど母集団整備を実施している時期です

が、事業所・企業データベースを基にしまして、それにいろいろな名簿情報を

追加して最新のデータとして母集団を整備しているところです。 

○美添部会長   ５年前の名簿だとすると、これは事業所全体として 20％くらい

は違ってしまうはずですが、その名簿を使うと合併以前に法人の格付け等変わ

っています。それを使っているとは信じられないのですが。 
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○国土交通省（石井専門調査官）   途中で合併したり、業種が変わったりした

ものや住所変更については、先ほど言ったとおり情報の流失を防ぐために基本

的にそこの法人には入れていないところでして、事業所・企業データベースの

中にも合併情報が入っていますので、それで把握しているところです。 

○美添部会長   母集団名簿の整備のところでお話しいただけると思いますが、

５年前の名簿ということは普通あり得ないので、私の理解では最新時点の事業

所・企業データベースから取られた名簿情報を使ってプレプリントをしている。

それ以降、その事業所・企業データベースの後で合併等の変更があったものに

ついては対応し切れていない。それでないと私は理解できないのです。 

  後ででもよろしいので、正確に確認をしていただけますか。 

○国土交通省（麦島土地情報課長）   もう一度きっちり整理して御説明をいた

します。 

○美添部会長   調査項目についていかがでしょうか。 

○国土交通省（麦島土地情報課長）   今の点について１点だけ確認をさせてく

ださい。 

  今の御質問は、例えば前回調査時のときにＡ会社とＢ会社があった。それが

今回調査時までの間に１つの会社になった場合に、そのＡ会社の前回調査分と

Ｂ会社の前回調査分を合わせてプレプリントを作って今１企業になっていると

ころにプレプリントを送付しているかどうかという御質問ですか。 

○美添部会長   合併の場合でしたらそうなりますが、合併以前に、５年前の名

簿を使っていますと、所在地が変更されることは幾らでもあるわけで、それが

相当な量になるはずです。その古い名簿で送付しているとは考えられない。 

○国土交通省（石井専門調査官）  それはないです。最新のデータで送付して

います。 

○美添部会長   最新の時点は何年前になるかという質問です。５年前ではあり

得ませんね。 

○国土交通省（石井専門調査官）   基本的には事業所・企業データベース、平

成 18 年になります。それだけでは捕捉できないので、ほかのいろいろなデータ

を収集して更新をして名寄せしている状況でございます。 

○美添部会長   母集団名簿を確認すれば、そこで明らかになると思いますので、

そこでまたいたしましょう。 

  調査項目に関して、発言があるでしょうか。 

○井出専門委員   利用状況を調べるということで、土地の調査票から判断しま

すと、建物が建っていないので空き地と定義をするということはわかります。

しかし、建物の調査票の方では「利用していない」に該当するところがなく、

私が判断する限り貸付の有無ということで、ほかの人に貸付けているか、自ら
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使用しているかという二択になっていて、使っていないという利用形態が含ま

れていないわけです。 

○美添部会長   建物調査票のどこをご覧になっていますか。 

○井出専門委員   第１回資料３－３の第２面に、法人の建物に関する利用の質

問項目があります。最後の右側の 10 番ということで、建物の貸付の有無という

ことで、「貴法人以外の他人に貸付けているか」「自ら使っているか」という

ことの二択になっています。土地の場合には空き地として何も建てていないと

いう区分があって、空き地がどの程度増えているかはわかります。建物が野ざ

らしみたいになって非常に最近防犯上もよくないという空き家の問題がすごく

大きくなっていると思うのですが、そのことがこの調査票ではわからないこと

がすごく違和感があります。物理的に建物が建っていれば活用されているから

不動産としてそれでいいという考えは多分一般の意識からずれてきているので

はないかというのが１つ。 

  質問項目全体とは関係はないのですが、今御説明いただいた資料で必要性に

ついてということで、適正な地価という話が出ていましたが、これだけ大きな

内容のことをわずかこの数枚の調査票ですべて調べていくのは、とても難しい

と思うのです。例えば証券化などをもう少し詳しく調べたいとか、有効利用か

どうか調べたいと言ったときに、ここにすべて収めてしまうのは無理があると

思うのです。そうした場合に、この調査を受けて、更にどういうふうに他の調

査に枝葉を広げていくのか、この大きな調査項目から、実際に利用できる詳細

な内容のものにつなげていくのかという関連する調査全体の体系が見えないの

です。これは大きい話なのですが、私も法人土地基本調査とかは拝見するので

すが、具体的に知りたいところが更に突っ込んで知ろうとするとわからない、

何となく集計表に終わっているという印象があります。問題を解決するために

今後どう広げていくのか。ほかの調査との関連性も併せて御説明いただければ

と思います。 

○美添部会長   最後の点をもう少し具体的に説明していただけますか。要する

に、調査票がこのスペースでは足りないということですか。 

○井出専門委員   このスペースで収めなければいけないと思います。調査票自

体が大きいのは、私もアンケート調査の設計としてよくないと思っております。

ですから、１回の調査で何でもやってしまうという発想は多分違うと思うので

す。記入される方の御負担もありますし、例えば証券化などをしていない方に

対して、証券化の質問を詳しく聞いていくというのは非常に無駄があるわけで

す。実際に不動産の証券化の場合には、この法人土地基本調査に基づいて、更

にこれを受けて別途調査をしているのだと私は理解しております。ですから、

ほかのことに関しても、これだけの大きな調査目的に、実はこれは別途他のこ
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ういう調査できちんと対応するので大丈夫ですということがわかっているのか。

そういうポリシーがどの程度仕組みとしてできているのかをお伺いしたいので

す。 

○美添部会長   体系ということですね。 

  ２つの質問と理解しますが、１つ目は、建物の利用状況について空き家が捕

捉できないことをどう考えるかということですが、そちらについて実施者側か

ら説明いただけますか。 

○国土交通省（石井専門調査官）   今の調査票の中では、法人建物調査票では

９番の「建物の利用現況」で把握するにとどまっています。そこの中では事務

所とか店舗とか倉庫とかありまして、その他と利用現況は整理しております。 

○美添部会長   例えば住宅があれば、土地は利用されているわけです。しかし、

住宅に人が住んでいないという状況がとらえられない。 

○井出専門委員   倉庫として造ったけれども、そのまま何も置かないでほった

らかしになっているという場合です。 

○美添部会長   それに対して何か判断がありますか。 

○国土交通省（麦島土地情報課長）   それは今の時点で把握しておりません。

これは法人の部分なので、世帯の部分は別調査でございます。そこは確認をい

たしたいと思います。 

○美添部会長   世帯に関しては、空き家はわかるようになっています。 

○国土交通省（麦島土地情報課長）   空きスペースのようなボリュームの把握

は、今の調査の中ではしていません。 

○美添部会長  土地の有効利用という視点が強かったということで、建物の利

用状況には配慮していないと思いますが、実施者で過去の経緯がわかりました

ら、次回に紹介をお願いします。 

○国土交通省（麦島土地情報課長）   わかりました。 

○美添部会長   ２番目の視点は少し難しい問題です。この調査に関連して後続

の調査があると井出専門委員は理解しているようですが、そういう体系がある

ようでしたら、説明いただけますか。 

○国土交通省（麦島土地情報課長）   先ほど土地政策、適正な地下利用と適正

な土地利用という話をしましたが、実際の施策面はものすごく多岐にわたって

おりまして、一つひとつにつきまして、もしよろしければ、少々お時間をいた

だいて、次回までに整理をさせていただきたいと思いますが、先生の方からお

話がございました証券化という部分に絞って言わしていただければ、証券化に

ついては、今回新しく項目を追加したい。これはストックのベースで証券化の

今の実態を把握したいと思っておりますが、日本で証券化市場が発展し始めた

のは、まだそんなに長い歴史がないわけでございます。これまで我々どちらか
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というとフローの部分で証券化がどのように進んできているかという部分につ

きましては、毎年別途の調査により国土交通省で把握をし、公表をさせていた

だいている部分もございます。 

  そういう短い歴史ではございますが、市場の中でいろいろな商品もでき上が

ってきておりますし、ファンドなりリートというものの組成が続いている中で、

民間のベースでもいろいろな調査が行われてきている部分もございますので、

全体を見ながら我々としては証券化に関します市場の育成とか市場を育成する

ためのいろいろな情報インフラの整備なりインデックスの検討なりいろいろや

っているわけでございますが、基本的にはこの調査だけではなくて、御指摘の

ように今申し上げた毎年の調査等々も含めまして、やっているわけでございま

す。 

  その他、土地政策全体の今の考え方は、申し訳ございませんが、次回までに

整理をさせていただきまして、御説明をさせていただきたいと思います。 

○美添部会長   整理してほしいものは、この法人土地基本調査、法人建物調査

を中心として、その周辺にどのような調査を持っているかということです。 

  私の知っている限りでは、「企業の土地取得状況等に関する調査」は、法人

土地基本調査と密接な関係があるわけですが、そういう関係です。統計調査間

の関係、名簿の利用状況なども、併せて報告をお願いします。 

  ほかに意見、質問等ありますでしょうか。 

  今の議題につきましては、まず調査項目の必要性に関して土地政策の上で必

要なものは実施者としては捕捉しているということですが、その点で足りない

という指摘はないと思われます。ただし、この調査に続く更に詳しい調査との

関係を明らかにすることによって、この調査の利用価値も高まるという判断は

あるものと思います。 

  プレプリントに関しては後ほど改めて確認させていただきます。 

  それでは、次の議題に移ります。 

  論点メモが手元にあればご覧頂きたいのですが、論点Ⅱの２として、調査方

法について幾つか論点があります。 

  母集団名簿の整備にどのような情報を使っているか明らかにしてほしいとお

願いしておりますので、調査実施部局から資料３として、「平成 20 年法人土地

基本調査及び法人建物調査の母集団整備に用いた主な資料」が出ております。

この説明をお願いいたします。 

○国土交通省（麦島土地情報課長）   それでは資料３をご覧頂きたいと思いま

す。この法人土地基本調査の母集団整備に用いました資料ですが、資料３に記

載をしてございますように、一番ベースとなっておりますのは、一番上の「事

業所・企業データベース」を活用させていただいております。加えまして、先
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ほど部会長からございましたが、毎年行っております「企業の土地取得状況等

に関する調査」も加えまして、母集団の整備を行っている状況でございます。 

  法人企業統計調査結果につきましては、既に最新版が事業所・企業データベ

ースに収録をされている状況ですので、事業所・企業データベースを活用する

中で活用させていただいている状況でございます。 

  平成 18 年の事業所・企業統計調査のデータにつきましては、総務省統計局か

ら確報が出された段階でデータを入手し、母集団として再整理をいたしたいと

思っているところでございます。 

今の資料３ですが、この事業所・企業データベースを使いながら、あとそこ

に記載しているような左側の法人ごとに右側のような資料を集めまして、それ

によりまして、母集団の整備を行っております。 

  そのような中で例えば宗教法人とか社会福祉法人は、国全体の管轄になって

いない。都道府県の管轄の部分がございます。こういったものは都道府県にデ

ータを整理していただいて、それで母集団整備をしているという状況でござい

ます。 

  そのような作業に加えて、全体で整備した母集団のリストにつきまして、都

道府県でチェックをかけていただいている。地元サイドにおきまして、情報が

あれば、それで最新のものに変えていく作業を今している状況でございます。 

  最終的に都道府県の母集団のチェックは来年３月時点までチェックをする。

その時点がある意味では最新の情報が入り得る時点だという理解をしていると

ころでございます 

  母集団の整備の関係は以上でございますが、いずれにいたしましても、その

ような努力を通じまして、最新のデータというベースで、でき得る限り調査を

させていただいているというところでございます。 

  なお、帝国データバンクの関係は、事業所・企業データベースの中に入って

おりますので、その中で活用させていただいているというのが今の実態でござ

いますので、併せて申し添えさせていただきます。 

  以上でございます。 

○美添部会長   今の資料３の一番上ですが、事業所・企業データベースは各省

で実施された最新の調査結果が集約されていますから、５年前と平成 15 年以降

に変動があったものは、ここに反映されていて、これを使ってプレプリントさ

れていると思われます。この理解でよろしいですか。 

○国土交通省（石井専門調査官）   名簿はこれで反映させています。 

○美添部会長   先ほどの質問に対して、合併等があった場合の法人の扱いは、

ここに反映されていれば正しく送付される。反映されていないものがあれば、

移転先不明か何かで戻ってくるということですね。私に間違いがあったら困り
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ますので、お願いします。 

○国土交通省（石井専門調査官）   プレプリントの内容ですが、住所、氏名、

電話番号等は事業所・企業データベースの最新版でやりますが、プレプリント

する場合に、調査者の負担軽減を図る意味でデータまでプレプリントする場合

もあるわけです。 

○国土交通省（麦島土地情報課長）   そこが混乱をいたしまして、申し訳ござ

いませんでした。 

○美添部会長   そこはきちんと区別して議論しなければいけませんね。 

○国土交通省（麦島土地情報課長）   その部分を含めまして、もう一度整理を

させていただきます。 

○美添部会長   合併等があった場合にどうなるか。名簿宛先等と両方あります

ので、私もきちんと整理して尋ねるべきでした。 

○国土交通省（石井専門調査官）   今の話は、住所等の名簿については最新版

を使っています。客体の労力軽減ということで確実にその会社がつながってい

るとなれば、そこはデータもプレプリントしています。 

○美添部会長  わかりました。プレプリントは、今日は経団連の高橋専門委員

がいませんが、負担の話は報告者として神経を使っているところですので、次

回に今の件をもう一度説明いただけますでしょうか。どこの部分をプレプリン

トしているかという話です。 

○国土交通省（麦島土地情報課長）   わかりました。 

○美添部会長   母集団整備状況については何か質問等ございますか。大変丁寧

に母集団の名簿を整理している統計だと思いますが、いかがでしょうか。 

○清水専門委員   逆にお伺いしたいのですが、企業のコードというのは、例え

ばユニークなコードがつくられているかどうかということが知りたいのですが、

それが時間的に合併したら、このコードがこういうふうに結合されていくとか、

これとこれが一緒になってこうなっていくというコード体系ができているかど

うかを知りたいのです。 

○国土交通省（石井専門調査官）   基本的には事業所・企業データベースの中

にコード化されていますので、そのコードを使っています。 

○清水専門委員   何を申し上げたかったかというと、先ほど井出専門委員から

の御指摘もそうなのですが、新しい調査をするという項目を入れることができ

ないならば、ほかの調査を結合してデータをつくるということも当然できるわ

けで、そのような結合可能性があるかどうかということで統計としての価値が

すごく変わってくるので、そういうものはすごく大事なこと。 

  前回のときにパネルデータ化という議論があったものですから、パネルデー

タ化をしていくときには、企業のコードが、時間的に接合できる状態さえあれ
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ば、パネルデータとして利用ができるものですから、きっとその母集団のこう

いう設計をされるときに、企業コードの設計がすごく重要になってくるかと思

ったのです。それは前回、部会長がおっしゃられた経過があればすべて解決す

るのかもしれないのですけれども、その辺が気になったものですから、お伺い

したい。 

○美添部会長   事業所・企業データベースについて指摘のような体系をつくら

れているわけです。実際、国土交通省でも法人土地基本調査について過去のパ

ネルデータ化も既に図っているわけで、問題はその活用と、先ほど井出専門委

員からの質問のように、他の統計とどうするかという可能性はまだ残されてい

る。 

  固有のコード番号、ＩＤがどうなっているか、事業所・企業データベースの

中身について、説明が必要でしたら、担当は、どちらになるでしょうか。 

○清水専門委員   いえ、それができることであれば十分です。 

○美添部会長   どこまで具体的にできるかというのは技術的な問題ですので、

確認を取れると思いますが、これの簡単なメモはどこかにありますか。 

○犬伏統計審査官   今の事業所・企業データベースの企業コードの状況につき

ましては、私どもの方で調べます。 

○美添部会長   もし１枚紙でよければ、是非お願いします。 

  母集団については、これ以上の発言はないと思いますので、関連して、事業

所・企業データベースについての概要を紹介していただくことでよろしいでし

ょうか。 

  それでは、次の議題に移ります。論点で言いますと、Ⅱの２の（２）にオン

ライン調査の導入が記してあります。これも調整実施部局から説明をお願いし

ます。 

○国土交通省（麦島土地情報課長）   オンライン調査の関係ですが、前回資料

４－４をご覧頂きたいと思います。横長の資料です。 

  オンライン調査につきましては、今回の平成 20 年調査から実施をいたしたい

と思っています。この法人土地基本調査は都道府県と国土交通省で役割分担し

ながらやっているわけですが、この電子調査の関係につきましては、国土交通

省の調査対象法人につきましても、都道府県の調査対象法人につきましても、

電子調査票による提出は、国土交通省に一元化して行う形になるわけでござい

ます。 

  国土交通省の下の方の棒でいきますと、ちょうど真中辺ですが、「電子調査

票による提出」と書いていまして、同じように、都道府県の対象法人からは右

下から左上斜めに上がっていますが、「電子調査票による提出」ということで、

国土交通省に入ってくるイメージです。実際にこの電子調査、インターネット
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調査につきましては、総務省で整備運営が予定されております「各府省共同利

用型オンライン調査システム」というシステムを活用させていただきまして、

実施をいたしたいと考えています。 

  政府統計共同利用センターのシステムの中で、オンライン調査システムとい

うものがつくられる予定になっていまして、これを活用して実施をいたしたい

と思っています。 

  具体的には、この各府省共同利用型のシステムに対しまして、我々は調査実

施機関といたしまして、調査票等の登録を行います。この登録いたしました調

査票につきまして、調査対象者、客体の方からＩＤによりログインをする。そ

して、電子調査票をダウンロードし、それに基づいて回答をつくり、回答デー

タをこの共同利用型システムの方に送信をするという流れになるわけでござい

ます。 

  このようなシステムにおきまして、１つセキュリティーの部分があるわけで

すが、セキュリティーに関しましては、この総務省のシステムの中で、例えば、

総務省のセキュリティポリシー等に基づきまして、実際のセキュリティー対策

がなされる、その前提で、このシステムを使わせていただくことを考えていま

す。 

  オンライン調査の関係につきましては、以上でございます。 

○美添部会長   以上の説明ですが、意見等ありますでしょうか。オンライン調

査に関しては、負担の軽減等、調査の効率化に寄与するわけですが、セキュリ

ティーの問題に関しては、総務省全体のシステムに依存するということで、責

任の所在は国土交通省ではなくて総務省ということになりそうです。これに関

して、どなたか発言ありますでしょうか。 

○佐々木委員   何％ぐらいがオンライン提出になると推定されているのですか。 

○国土交通省（麦島土地情報課長）   この平成 20 年調査に関しまして、平成 1

8 年度に予備調査を行いまして、そのときもこのオンラインを導入してみました。

そのときの実績から見ますと 0.2 ％でございます。 

○佐々木委員   平成 18 年度に実施してみてですか。 

○国土交通省（麦島土地情報課長）   それは予備調査を実施いたした段階での

実績は 0.2 ％という状況です。 

○佐々木委員   それは何か条件を入れたら 0.2％ が５％になるとかというのは

ないのですか。こういうことを工夫してあげたらもっと増えるというのはない

のですか。0.2 ％とは絶望的な数字ですね。 

○国土交通省（石井専門調査官）   予備調査は 2,300 法人ほどやらせてもらっ

たのですけれども、そのうちの５件しか来なかったということです。 

○佐々木委員  手を挙げた人がということですね。 
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○国土交通省（石井専門調査官）   一応、手引きの中には、電子調査票でもで

きますよという話で送っていたのですけれども、実際に、手を挙げてきたのが

それだけしかなかったということです。 

○国土交通省（麦島土地情報課長）   そういうことができるようになりますと

いうことの周知は、１つ非常に大きいかと思っております。 

○美添部会長   確認ですが、オンライン調査で楽になるという法人は、多分、

調査票の枚数が数枚だと思うのです。これが数百枚、数千枚になるような大規

模の法人はかえって手間になると思いますが、そういう法人に対しては従来ど

おり磁気媒体での提出も認めるということですね。 

○国土交通省（麦島土地情報課長）   はい。 

○美添部会長  いわゆるＩＴを利用した提出の方法ということで考えると、オ

ンラインよりもはるかに多いと思うのですが。 

  いずれにしても、情報通信技術を活用して、調査の効率化と負担の軽減化を

図るという方向には沿っていますが、今後、これを利用する客体が増えるかど

うかは、更に工夫が必要。 

○佐々木委員   今、オンライン化をしても、効率化につながらないということ

ですね。 

○美添部会長   一部の企業にとっては楽になったと思う場合があるでしょうね。 

○犬伏統計審査官  １点補足させていただいてよろしいでしょうか。 

  総務省の、各府省共通のオンラインシステムというのは、本格稼働は平成 20

年４月からですので、今までそれぞれ各府省個別で実施していたり、民間のシ

ステムを使っていたりとか、そういうことがあったので、余り利用率が上がっ

ていないという面もあると思うのです。 

  それで、平成 20 年４月から府省共通システムという形で大々的にＰＲし、各

府省の調査がそこに乗って実施していくことになれば、かなり利用率は上がる

のではないかと考えています。 

○美添部会長   よろしいでしょうか。まだ過渡期のようですが。 

○高木臨時委員   まあ、状況を見るしかないですね。 

○美添部会長  積極的にオンライン調査を導入するということですので、反対

の意見はないものと考えてよろしいですね。 

○井出専門委員   どうして使いにくかったか、ヒアリングのような検討をされ

たのですか。 

○国土交通省（石井専門調査官）   それはやっていないです。客体がどのぐら

い土地を持っているかによっても変わってくると思うので、２つ３つであれば

手で書いた方が早いというところもあるでしょうし。 

○美添部会長   そうですね。システム全体の使いやすさについて何らかの形で
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情報を集める作業は必要だと思います。 

  そのような配慮は今後も続けていただけるとして、オンライン調査について

は原則賛成であるということで、認めていただいたものと思われます。 

  次に論点Ⅱの２の（３）、行政記録の活用の余地について、まず調査実施部

局から、検討状況の説明をお願いします。 

○国土交通省（麦島土地情報課長）   前回の資料の中の資料４－５をご覧頂き

たいと思います。 

  行政情報の利用に関します御指摘に関してでございます。そこの一番最初に

書いていますが、行政情報の利用に関しましては、平成 10 年度実施の際に御指

摘をいただいたものを踏まえまして、平成 15 年調査の前の平成 13 年に実施い

たしました予備調査におきまして、固定資産税の台帳データの利用につきまし

て検討させていただいたところでございます。この紙は、そのときの検討結果

を書かせていただいたものですが、この検討につきましては、最初に書いてい

ますように、予備調査におきます課税台帳データの利用並びに法人への台帳の

閲覧の許諾、また調査票の家屋情報の転記等につきまして、調査主体及び調査

客体の部分におきます作業量なりをチェックいたしました。これを通じまして、

行政情報の利用がどこまでできるかを検討いたしたものでございます。 

  ２のところに書いていますが、課税台帳データの利用によります必要な統計

情報の補足につきましては、そもそも課税台帳の閲覧自体、各企業の許諾が必

要ということでございます。そのようなことから、各企業から許諾を得ること

を前提といたしました調査の実施体系の試案を策定いたしまして、これに基づ

きまして、各主体の作業量等々を検証したということでございます。 

  ２ページをお開きいただきたいと思いますが、その結果から幾つか問題点を

整理させていただいてございます。 

  ３のところでございます。１つは（１）、調査側の作業負担の増大というこ

とで、課税台帳データを利用した調査方法では、従来の調査方法に比べまして、

調査に要します１法人当たりの時間が 250 分、費用は 1,319 円、それぞれ増加

するという試算となっているわけでございます。 

  対象法人が 50 万法人ほどあるわけですので、これを掛け合わせた数字がトー

タルの部分、ここの部分の作業量の増大になるという部分でございます。 

  また、調査客体に生じます作業負担という観点が（２）のところです。調査

客体は自らが所有する建物につきまして、建物が所在する市区町村ごとに台帳

閲覧にかかります委任状というものを作成するという新たな作業が発生するわ

けです。この時点での調査を踏まえますと、この委任状作成に要する一法人当

たりの所要時間というのは 17.6 分になっています。 

  （３）のところですが、課税台帳にデータの記載がない法人が存在します。
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そこに書いていますように、建物にかかります固定資産税が非課税となってお

ります組織形態の法人、宗教法人とか学校法人、社会福祉法人につきましては、

課税台帳にデータが記載されていない場合が多いことがわかったわけでござい

ます。 

  その他（４）以降ですが、法人建物調査の調査事項と課税台帳データが不一

致の部分が当然ございます。また、回収率につきましても、若干、そのときの

検討結果から見ると心配な部分があったわけでございます。当然のことながら、

（６）のところですが、調査期間の長期化というような問題もございます。そ

のようなことから、この課税台帳データの利用につきましては、４ページのと

ころですが、基本的には今申し上げましたような観点を踏まえますと、現在の

状況におきましては、行政情報の、この課税台帳の法人建物調査への利用とい

うのは、非常に困難ではないかというのがそのときの結論でございます。 

  土地につきましても同様の観点があると理解しています。これは平成 13 年の

時点での検討ですが、このような体系自体、現時点においても変化がないとい

う状況ですので、このようなことを踏まえますと、現時点におきましても、今

の状況の中ではこの課税台帳データの利用というものは非常に困難ではないか

と考えているところでございます。 

  以上でございます。 

○美添部会長   今の説明について何か意見、質問等ありますでしょうか。 

○清水専門委員   経験から言うことなのですけれども、私自身は課税台帳を閲

覧する機会が何回かございまして、実は企業ごとに先ほどのコードの問題では

ないですが、各土地の名寄せをしたわけです。それが非常に難しい。法人企業

コードというものが、課税台帳の中にそういう概念がないものですから、どの

企業がどの土地をどういうふうに持っているかということはわからないわけで

す。土地をベースとした課税データということになっています。 

○美添部会長   名寄せというのは法人の持っている土地を集めようとされたの

ですか。 

○清水専門委員   例えば、Ａ法人がどこにというようなことが。 

○美添部会長   法人かそうではないか。 

○清水専門委員   そうです。名寄せに行くということはまず無理なので、今回

のこういうシフトはすごく実施は難しいと思っています、というのが１つ目で

あります。 

  もう一つ目が、今、企業において、元々この調査にもかかわるわけですけれ

ども、企業価値にとって不動産が非常に重要な役割を担ってきていますので、

企業の中ですごく不動産に関する情報整備を進めていこうというモチベーショ

ンが内部に出てきているものですから、今よりもますます企業側にアンケート
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をかけることによるコストというものが低下するはずだと思っています。 

  その２つの観点から考えると、課税台帳を使うというのは、社会全体のコス

トということで考えても、余り効率的ではないのではないかと思っているとい

う意見でございます。 

○美添部会長   ほかに意見はありますか。 

○高木臨時委員   課税台帳は、よく出てきますね。特に土地、建物の場合、両

方評価額が出ています。ＳＮＡなどだと、土地全体を課税台帳が補捉している

のではないかということでよく使われるわけです。面積掛ける単価で都道府県

別に云々というような格好で推計されます。ですから、これは対象をベースに

したものですから、それを今、清水専門委員が言われたように、法人というよ

うな主体をベースにした統計とどうすり合わせるのか。利用方法として、現時

点では使えないとしても、どういうふうにしていくのかということが重要なの

だろうと思います。 

  それから、資産額の推計ですが、この統計もＳＮＡもそうですが、土地と建

物とばらばらにやっているのです。だけれども、よく考えてみると、本当にそ

れでいいのかということが考えられます。合わせて売買などするわけですから、

そういうのが調査方法としてやはりギャップがあります。だから、その辺を課

題として詰める必要があるだろうと思います。差し当たっては、難しそうだと

いうことは事実です。 

○佐々木委員   この課税台帳というのはイメージがわからないのですけれども、

ただ、個人的に税金が来ますね、きれいにプリントされて。それで、何平米で

どのくらいで幾ら幾らというデータは税務署の方に全部あるのですよね。それ

を使えば簡単に出てくる感じがするのです。 

○美添部会長   今の説明ですが、この調査は所有に関する調査ですから、東京

にある法人は大規模であれば全国各地に土地を持っているわけです。その企業

から全国各地にあるもののリストをもらって、とりまとめのための許可を得た

として、各地域で調査を実施する手間がかかるというのが１つあるわけです。 

  もう一つは、別な論点で、今度は所在から集めるような調査であれば、それ

は高木委員の発言ですが、課税台帳は十分使う価値があるのではないかという

ことで、２つ違う問題がありますね。 

  もう一つ、平成 13 年の調査で明らかになったことの中には、地方自治体によ

ってデータフォーマットがばらばらである。それを集めた後の集計、勿論実施

者側の責任でやるわけですが、この費用もただではない。ただ、それを言うと、

法人側は、国が負担しろというと思うのですが、ただ、社会全体としては決し

て節約にはならないという結論でおかしくないと思います。 

  決定的なのは、課税台帳に含まれている項目は、この調査内容をカバーしき
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れていない。したがって、やはり法人に調査をしなければいけない項目が残っ

てしまう。部分的な利用とか、正確性の確認のためには使えないとは思いませ

んが、土地から法人に正確に対応できないとすると、この調査に関しては有効

ではないというのがこの検証の結果です。 

○佐々木委員   今のお話ですと、それができない理由は最初の方に来るのでは

ないですか。幾らコストがかかるとかそういうことよりも、必要なデータが取

れないという。 

○国土交通省（麦島土地情報課長）   そこの部分は確かに最初の部分でござい

ます。先ほどの説明でいきますと３ページのところの（４）というのがこの部

分でございます。調査事項につきまして、今、我々が法人土地基本調査で行っ

ている項目が課税台帳データ上は網羅されていないものですから、いずれにし

ましても、こちらの方の調査をしないといけないというのがあります。 

○佐々木委員  そういう意味がありますね。 

○美添部会長   表現が違いますね。 

○佐々木委員   不一致というところはないということですね。 

○美添部会長   残念ながら、行政使用の活用を仮に都道府県が認めてくれたと

しても、これだけで調査に置き換えることは難しいという判断でよろしいでし

ょうか。 

○佐々木委員   それで、多分、どの調査も全部こういうのが出てきて、行政記

録は使えないという結論になりますね。 

○美添部会長   部分的に活用して調査の効率化と負担軽減ができればいいとは

思いますが、これに関してはそれが難しいということではないでしょうか。 

  ほかに意見ありますでしょうか。改めて繰り返しませんけれども、この調査

に関しては、予備調査の結果を見て、今回の調査計画にはこの形の行政情報の

利用は提案されていないということでよろしいでしょうか。ただ、今後、何ら

かの方法で部分的に利用する余地が全くないかどうかわかりませんので、引き

続き御検討いただくという姿勢は必要だと思います。 

  次の議題に移らせていただきます。 

  論点のⅡ２の（４）は「業務の民間委託についての範囲等は適当か」です。

前回の部会で既に説明がありましたが、更に調査票の秘密の保持、それから管

理をどのように行う予定かを説明ください。 

○国土交通省（麦島土地情報課長）   それでは、前回の資料４－６でございま

す。前回も御説明を申し上げましたが、あくまでも国土交通省の責任の下でこ

の法人土地基本調査につきましては、そこの資料４－６のような形で委託先に

いろいろな業務を行っていただいているというところでございます。 

  「企画」「母集団名簿整備」「実査準備」、また「実査・審査」、「集計」、
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「公表・提供」に当たりまして、基本的には国土交通省が責任を持って全体を

マネージしていますが、そのような中で民間の力を活用させていただいている

という体系でございます。 

  このような調査の実施に当たりましては、その調査票との情報の取り扱いに

つきまして、秘密の保持または情報管理に特に注意する必要があると認識して

います。そのために委託業者との契約につきましては、統計法によります守秘

義務対応は勿論のこと、調査票の適正な管理または調査票情報の複写対応、提

供の禁止、更に作業者の限定、作業の過程で作成しました情報の消去・廃棄、

また、実施状況の監査、事故または災害発生時の対応等、万全の体制を取って

まいりたいと思っております。 

  これまでも、委託業者との間の契約書におきましては、秘密の保持等々の条

項を盛り込んでいたわけですが、今回の調査の実施に当たります委託業者との

契約につきましては、現在、統計調査の民間委託に係りますガイドラインが、

政府レベルでつくられています。このような内容も十分に踏まえながら、先ほ

ど申し上げましたような項目につきまして、契約内容にきっちり盛り込みを図

りたいと思っています。 

  内容につきましては、具体的には、契約時までに十分詰めてまいりたいと考

えています。 

  簡単ですが、以上でございます。 

○美添部会長   意見、質問等お願いします。 

  この調査は、従来から指定統計調査として、企業に対して申告義務が課され

てきたわけです。今回、統計法が改正になったので、改めて位置づけを見直す

ことになると思います。指定はこの場ではなくて、統計委員会で新たな基準を

つくるようですけれども、申告義務が残るような重要な統計でないと、これだ

けの規模の調査はできないのではないか、私は個人的にそう判断しています。 

  だとすると、民間に委託をしても、個別の情報はきちんと保護されているこ

とを、明確に守っていただくであろう。 

  もう一つ、このような調査を国が情報を管理し、守秘義務を認識して続ける

ためには、担当職員が育たなければいけないと思います。そのために、この調

査の根幹にかかわる部分、例えば、資料４－６の１ページ目にありますが、企

画、設計、審査、母集団名簿の整理など、こういう実施者が知識と経験を継承

しなければならない部分は、あくまでも実施者が持つ。部分的に民間の活力を

利用することは勿論構いませんが、ここだけは内部できちんと継承するという

のが従来の指定統計の位置づけであったし、今後も守られるべき姿勢だろうと

思います。その点だけは確認しておきたいと思います。 

  ほかに意見ございますか。民間委託については、このやり方であれば適切で
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あるという表現にしてよろしいでしょうか。守秘義務に関しては十分配慮が必

要だという理解で進めさせていただきます。 

○高木臨時委員  先ほど言われておりました政府レベルのガイドラインという

のはどういうものですか。 

○犬伏統計審査官   実は政府レベルで統計主管課長同士での申合せという形で

民間委託に関するガイドラインを作っておりまして、要は民間委託できる範囲

をどこまでにするかとか、今お話がありましたように、委託した場合、どうい

うことを遵守しなければいけないかとか、そういったものを定めているもので

ございます。 

  それで、この５月に、このガイドラインの改訂版が出ている状況でございま

す。 

  それから、委託に当たって、官側がどういうことをやらないといけないか、

例えば、民間業者との契約の際にも、秘密の保持の遵守であるとか、調査票管

理の適正化であるとか、そういったことを決めておりまして、一応、調査の手

続的なものすべてを網羅しており、基本的には秘密保持、情報の流出の防止、

そういったことに留意して委託を行うという内容のガイドラインです。 

○高木臨時委員   特に、被調査法人に関する秘密が流出するようだと絶対困る

わけで、統計そのものが怪しくなってきますから、そこはやはり厳重に何らか

の手段が要ると思うのです。今だと罰則ぐらいしかないのですか。要するにそ

ういうことが起きないような何らかのことをする。 

○犬伏統計審査官   おっしゃるように、今、一応統計法上罰則がかかる形にな

っております。新法でも当然引き続いてかかるという形になっていまして、罰

則の強化、懲役が１年から２年になったりとか、罰金刑の額が大きくなったり

とか、そういう改正はやっております。 

○高木臨時委員   ただ、旧法でもありましたけれども、罰則がどのぐらい適用

されるのかというのがよくわからないのです。 

○犬伏統計審査官   昭和 20 年代から 30 年代初めに、何件か、たしか農林水産

省の農林業センサスだったと思うのですが、罰則適用をしたことがありますけ

れども、近年は、おっしゃるように全然適用しておりません。 

○高木臨時委員   だから、その辺やはり何かしないとという個人的な印象はあ

ります。 

○美添部会長   昭和 20 年代というのは、相手が農家とか、個人の例なので、業

者が事故で名簿が流出などというと社会的影響ははるかに大きいわけですから、

政府全体のガイドラインできちんと基準は定められている。罰則も今度の新し

い法律によると明確に適用される。それを抑止力として、民間に委託するとい

う理解だと思います。 
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  それでは、次の議題に移らせていただきます。次は、論点Ⅱの３に移ります。

調査周期についてですが、まず、調査実施部局から検討結果を説明いただきま

す。 

○国土交通省（麦島土地情報課長）   これも前回資料ですが、資料４－７をご

覧頂きたいと思います。法人土地基本調査につきましては、５年ごとに実施を

させていただいておりますが、この調査周期に関しまして、検討いたした結果

でございます。この検討に際しましては、一番上のところに書いていますが、

その対象でございます土地なりその取引の動向と調査の客体の法人の動向と、

２つの留意点であるだろうということで整理をさせていただいてございます。 

  そこの下の方の（１）のところですが、ここの部分は１つ目の土地の視点か

らの留意事項の検討でございます。そこに書いていますように、法人企業統計

におきます業種別の有形固定資産の経年変化とか、企業の土地取得状況等に関

します調査結果を踏まえまして、これをベースに３ページのところを見ていた

だきたいと思います。一番上が毎年ベースのグラフでございます。３年ごと、

５年ごと、８年ごと、10 年ごとということで、間を飛ばしまして、２点間をつ

なぐというデータをつくってみますと、やはり基本的には２ページ目の上に書

いていますが、その間に起こるイベントがどうしても捨象される形になろうか

と思います。 

  ４ページ目のところに書いていますが、基本的に土地関係のイベントという

面で見てみますと、例えば、税制改正のインパクトは大体減税後２年目以降に

効果が出てくるという部分もございますし、土地白書を年表上で検証してみま

すと、大きな土地関係のイベントは、やはり２年に１度、２、３年に１度で発

生をしているという感じでございます。 

  そういう観点から見ますと、３年程度が１つのイメージとしてはあるわけで

ございます。一方で、法人の出入りという視点から分析をしたものが５ページ

ですが、近時特に法人の出入りという部分で見ますと、非常に活発な部分があ

ると思っております。 

  ちなみに、既存の他統計との調査周期を見てみますと、６ページですが、や

はり法人土地基本調査の周辺調査と考えられる各種調査、毎年行われているよ

うな調査も結構あるわけでございます。そのようなことを踏まえますと、やは

り最低でも５年以下、可能であれば３年程度が１つのイメージとしては持てる

のかと思っております。 

  一方で、７ページに書いていますが、より短い調査周期となりますと、どう

しても実査の準備とか、実査の作業量の観点から、非常に制約もかかる、また、

予算上のコストという部分でも、当然のことながらバランスが要求されるとこ

ろもございます。 
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  この５年ごとにやっております調査の補完という意味では、私どもの方で、

１つは「企業の土地取得状況等に関する調査」を承認統計という形で毎年実施

しております。これは、土地所有企業の状況とか、所有土地の状況とか、移動

状況、また、未利用の状況というようなものを調査しております。 

  併せまして、同じ承認統計ですが、これも毎年行っております「土地保有移

動調査」がございます。これは土地の移動関係とか資金の調達の関係、また、

購入目的とか売却理由といったようなことを調査しております。 

  以上、総合的に勘案をいたしますと、基本的には、この法人土地基本調査に

つきましては、現行の５年という調査周期を前提といたしまして、その補完と

いうものの今、申し上げました調査を毎年行い、これを組み合せた形で、有用

な資料として活用していきたいというのが私どもの検討の結果でございます。 

  以上でございます。 

○美添部会長  平成 15 年の法人土地基本調査に関する統計審議会の諮問答申の

折に、調査周期について短くする可能性を検討してほしいという指摘があった

とのことです。 

  今回も、前回の第１回の部会で高橋専門委員から同じ趣旨の発言がありまし

たが、いかがでしょうか。 

  １つは社会全体の負担として、５年周期を３年周期にすると、大規模調査の

予算が必要ですが、これは余り説得力はない。 

  もう一つ、必要な情報が取れているかどうかに関しては、このグラフを見る

と、部分的には、確かに高橋専門委員が指摘したように、３年周期望ましいと

いうような結果は出ていますけれども、一方、最後に紹介があった「企業の土

地取得状況等に関する調査」は毎年の調査であって、そこで把握できる情報は

少なくないと思われます。そのような調査の存在を前提にすれば、法人土地基

本調査のような大規模調査は、現行の５年周期でも十分ではないかと思われま

すが、委員の皆様いかがでしょうか。 

○佐々木委員   私は賛成ですね。 

○美添部会長   もっと長くしろ、10 年にしろという意見は。 

○佐々木委員   それは重要な調査ではあるのですけれども、やはり手間暇かか

るし、大変です。これを３年、２年置きにやれというのは、現実的ではないの

ではないですかね。  

○美添部会長   高橋専門委員が使いにくいというのは報告書が大部で、読むの

も大変だという意味にも理解できます。 

○井出専門委員   毎年行われている「企業の土地取得状況等に関する調査」と

今の問題になっている調査のカバレッジで、どのような情報が補完できないの

かということを確認させていただければ、私も５年で十分だと思います。ただ、
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すごく重要なところが漏れてしまうようであれば、検討も必要だろうと思いま

す。 

○美添部会長   結論として、５年を３年にするというのは賛成が得られないと

思います。仮に提案したとしても、財務省で認められないことは明らかだと思

います。 

  結論は見えているのですが、ただ、今の指摘の点は、確認したいと思います。 

○井出専門委員   では逆に、毎年行っている調査の方を、この調査項目とすり

合せていくということも考えられるので、そこのところも検討していただきた

いと思います。 

○美添部会長   それは先ほどの資料２－２のところで同じ指摘があって、それ

でお願いした内容は、この調査の周辺の調査との関係を明らかすることです。

「企業の土地取得状況等に関する調査」は重要な調査ですので、これを含めて

お願いしたいと思います。 

  これは、次回に、資料を。 

○国土交通省（麦島土地情報課長）   資料を準備させていただきまして、改め

て説明させていただきます。 

○高木臨時委員   「企業の土地取得状況等に関する調査」で、資本金はどのぐ

らいですか。 

○国土交通省（石井専門調査官）  「企業の土地取得状況等に関する調査」は、

資本金１億円以上の会社というくくりです。約３万社程度あります。 

○美添部会長   よろしいでしょうか。最終的な結論は、資料をいただいてから

にしますが、基本的方向は５年周期であっても、ほかの統計を利用すれば差し

支えないということでよろしいでしょうか。 

  それでは、次の問題に移ります。 

  論点Ⅱの４集計事項ですが、集計事項は一覧表として前回資料２－８で提出

をされています。 

  前回答申の指摘事項で、オンライン調査は先ほど議論しましたけれども、Ｏ

ＣＲの導入についても検討が必要だという指摘がありました。これとパネルデ

ータの活用状況について併せて説明をお願いします。 

○国土交通省（麦島土地情報課長）   それでは、これも前回の資料ですが、資

料４－１をご覧頂きたいと思います。 

  昔からございましたが、ＯＣＲの関係ですが、基本的に端的に申し上げます

と、ＯＣＲの場合は調査枚数が固定されないと有用でないと思っていますし、

また、土地の所在地、漢字等での報告でございます。常用漢字にとどまらず多

種多様ですので、記入者のサイドのことを考えますと、機械での判読という部

分も困難かと考えています。このような事情を踏まえまして、ＯＣＲにつきま
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しては、この調査に関しましては、導入が困難ではないかと思っています。 

  この時点で御指摘をいただきましたオンラインにつきましては先ほど御説明

のように、平成 20 年調査から導入をいたしたいと思っているわけでございます。 

  下の方のパネルデータの関係ですが、パネルデータのデータ化に関しまして

は、平成 15 年調査のときに資本金１億円以上の会社法人で、平成 10 年調査の

ときと平成 15 年調査のときとともに調査票が回収されまして、２時点のデータ

が接続できた法人は、１万 9,572 法人でございました。 

  この法人を前提にいたしまして、２ページ以降ですが、パネルデータ分析の

検討をさせていただいた結果がそこに書いてございます。１番から始まりまし

て幾つか分析をしていますが、例えば３ページの下側ですが、「業種別の土地

所有の有無状況」と書いてございます。 

  今申し上げました１万 9,572 法人のうち、95.7％におきましては、平成 10

年から 15 年にかけての土地所有の有無に変化はなかった。土地所有の有無に変

化があった法人のうち、サービス業につきましては、平成 10 年では土地を所有

していなかったのに対して、平成 15 年では土地を所有している法人というもの

が 120 件と多い。幾つか視点を書いていますが、このような分析を行えたとい

うようなこともございます。 

  もう一つ例示ですが、５ページのところに「業種別の所有土地の総面積の増

減状況（法人数）」ということで分析をしてございます。実際のデータは６ペ

ージのところですが、これなどを見ていただきますと、所有面積の増減につき

ましては、製造業において１％以上増減した法人数が多いというようなことが

わかるわけでございます。このような検討をさせていただいたところですが、

実はこのパネルデータ化の検討結果につきましては、公表をいたしていない状

況でございます。 

  今回の平成 20 年調査につきましては、これを実施いたしまして、これと同じ

ように既存の調査との間の時点でデータが分析できるものにつきましては、パ

ネルデータ化を検討いたしまして、公表の可能性を検討してまいりたいと思っ

ているところでございます。 

  簡単ですが、以上でございます。 

○美添部会長   集計に関して要望等があればお伺いします。後段のＯＣＲとパ

ネルデータの活用状況について併せて意見をお願いします。 

○高木臨時委員   パネルデータは、平成 10 年、15 年、20 年と３時点そろう。

そういう形で公表をするのか。 

○国土交通省市（石井専門調査官）  今回整理したのは５年前ということで整

理しました。それを３回続けるかというのは、どれぐらいのつながりがあるか

によって検討しなければならないと思っています。 
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○美添部会長   次回公表は平成 20 年、15 年、10 年と３時点分ということです

か。 

○国土交通省（麦島土地情報課長）   どれぐらい接続できて、どれぐらいデー

タの分析、我々もまだはっきり決めていないというところで、でき得ればそう

いう形ではないかと思います。 

○美添部会長   関連ですが、先ほどの「企業の土地取得状況等に関する調査」

に関してはパネル化が済んでいるのですか。 

○国土交通省（石井専門調査官）   パネルというかデータの整理はしておりま

す。 

○井出専門委員   公表はどうですか。 

○国土交通省（石井専門調査官）   やっていません。 

○美添部会長   公表の可能性とか判断も含めて、次回、関連する統計について

何が公表されていて、何が公表されていないか。公表されていないことまで言

うのは難しいかもしれませんが、関連する統計の存在は次回整理したメモをお

願いします。 

○国土交通省（麦島土地情報課長）   正直申し上げまして、ここは余り明確に

意思決定をしていないところもございますので、いろいろ御意見を賜ればと思

います。 

○美添部会長   想像ですが、精度が十分高くないということが考えられて、実

施者としては慎重になる姿勢は十分納得できます。 

  集計事項は膨大ですので、この場で意見といっても難しいでしょうから、何

か気がついたことがありましたら、次回までに事務局に連絡をお願いします。 

  集計事項、ＯＣＲ、パネルデータ、全部含めて特に修正すべき点は今回伺っ

ていませんが、答申案をつくるときに再度確認することにして次に進めさせて

いただきたいと思います。 

  法人土地基本調査についての審議を終えたわけですが、論点メモでは、法人

建物調査は比較的少ない内容になっております。 

  論点１は、調査事項調査票についてですけれども、前回、調査実施者から改

正点について説明をいただきましたし、調査票も前回資料３－３に添付されて

おります。この問題について、一つひとつ確認ということは省略させていただ

きますので、包括的に発言をお願いしたいと思います。前回資料３－１に前回

御説明いただいた改正点が記されています。 

○高木臨時委員   先ほどお話があったように、地下を入れたというのは、最近

の情勢に合わせていいことだと思います。 

  それから、前回部会で意見のありました駅ナカみたいなものはどうしますか。

例えば品川駅みたいに、今まで駅は鉄道用地なわけですね。どう考えても違い
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ますね。そっちが手に負えなくなったらそれはそれでいいです。 

○国土交通省（石井専門調査官）   鉄道会社に調査をかけるとなれば、駅ナカ

がホーム、線路上にあるというのであれば、そういう建物、土地であれば、停

車場用地になります。 

○美添部会長   法人土地基本調査で言うと、Ｂ票が行くのですか。 

○国土交通省（石井専門調査官）   Ｂ票の中に、一括して記入することの中に

含まれることになります。 

○美添部会長   建物で地下を調査するときに、その場合にはどうなるのですか。

Ｂ票で例えば、品川駅が対象になったとして、附帯の法人建物調査票は。 

○国土交通省（石井専門調査官）   法人建物調査の場合は、記入の対象になら

ないことになります。 

○美添部会長   Ｂ票だからですか。 

○国土交通省（石井専門調査官）  法人土地基本調査Ｂ票と同じということで。

法人建物調査票の中に、所有していた建物のうちで、記入対象にならない建物

はこれだと整理はしているのですけれども、その中には、停車場用地は記入し

ない。ですから、土地と連動していることになります。 

○美添部会長   例えば、新宿駅、東京駅も同じ扱いということですね。 

○国土交通省（石井専門調査官）  鉄道の上にあればということです。だから、

鉄道用地から離れれば建物の地下になります。 

○高木臨時委員   要するに、ガード下とかですか。 

○国土交通省（石井専門調査官）そういうことです。 

○高木臨時委員   そういうことですね。 

○美添部会長   この辺区別がはっきりわかりませんね。 

○井出専門委員   固定資産税では、複合用途の施設ということで、鉄道用地と

は別に、評価は変わります。件数としてそんなにたくさん実際にはないです。

品川とか東京とか、本当に幾つかの数十駅に限られてしまうので、そこまで把

握する必要があるかないかという判断だと思うのです。必要がないと皆さんが

判断すれば、このやり方でいいのかと思います。 

○美添部会長   あと５分程度で、議題がまだもう一つありますので、集計事項

の点も含めてご覧いただいて、問題点の指摘等は次回までに、お寄せいただい

て、次回、答申案文をまとめることにさせていただきたいと思います。 

  今、事務局と相談したのですけれども、答申骨子案につきましては、次回審

議をすることになりますが、原案のたたき台、事務局と私で相談して、今日の

議論を踏まえて作成しようと思っていたものを出してもよろしいですね。 

○犬伏統計審査官   今お渡ししますのは、あくまでも前回部会の議論を踏まえ

て、今回の議論を想定して作った、暫定版でございます。ここにありますよう
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に、まず大枠として本調査計画について、承認して差し支えないのではないか

との認識の下に、各論点で挙げた事項について、一定の評価を加えていったと

いう形をとってございます。 

大きく２として、「今後の課題」のところで、先般来、御意見があった事項

を２点ほど盛り込ませていただきました。 

  それから、参考ということで、これはどう扱うか、御議論いただきたいと思

いますが、今日、お話がありましたＳＮＡ統計への本調査結果の利用の仕方で

あるとか、行政記録の関係は、答申の中ではなくて事務局としてはとりあえず

部会長報告という形でまとめるのかなという想定でまとめたものでございます。

あくまでも、答申骨子案の暫定版ということで御理解いただきたいと思います。 

○美添部会長  今日の議論をいただいてから書くものですけれども、あらかじ

めこのようなものを次回審議したいということでお見せしております。 

  法人建物調査の一番最後の部分につきましては、次回改めて確認させていだ

いた上で、答申案について議論していただきたいと思います。 

 犬伏統計審査官から次回の案内をお願いします。 

○犬伏統計審査官   次回は、12 月 21 日金曜日、13 時 30 分から予定しています。

場所については追って御連絡させていただきます。 

  それから、先ほど答申骨子案をお渡ししましたけれども、何かお気づきの点

があれば是非、事務局へ御意見をいただければ、それを基に修正等をかけたい

と思いますので、よろしくお願いいたします。 

○美添部会長   ここで閉会させていただきます。 

  本日はどうもありがとうございました。 

 


